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年次有給休暇取得義務化ついて 

働き方改革関連法が成立したことにより、２０１９年４月１日から年次有給休暇の５

日以上の取得が義務化されることになりました。事業者は、対象となる労働者に対し時

季を指定して有給休暇を付与することが必要となりました。 

 

〇年次有給取得義務化の詳細 

労働基準法が改正され、２０１９年４月１日から、全ての企業において、年１０日以

上の年次有給休暇が付与される労働者（管理監督者を含む）に対して、年次有給休暇を

付与した日から 1年以内に５日、使用者が時季を指定して取得させることが義務付けら

れました。ただし、労働者が自ら申請して取得した日数や、労使協定で取得時季を定め

て与えた日数（計画的付与）に関しては、取得させる義務のある５日のうちから控除す

ることができます。例えば、年次有給休暇を５日以上取得済みの労働者に対しては、使

用者による時季指定は行わなくてよいことになります。 

 

〇対象となる労働者 

対象者は、年次有給休暇が１０日以上付与される全ての労働者です。この労働者には、

非正規雇用の労働者や、労働時間規制が除外される「管理監督者」も含まれています。

したがって、週所定労働日数が５日以上または週所定労働時間が３０時間以上の労働者

であれば、継続勤務６か月以上の者は全員対象です。 

（例） 

労働者が自ら５日取得した場合        ⇒使用者の時季指定は不要 

労働者が自ら３日取得＋計画的付与２日の場合 ⇒     〃 

労働者が自ら３日取得した場合        ⇒使用者は２日時季指定 

計画的付与で２日取得した場合        ⇒使用者は３日時季指定 

 

※注意 

・使用者は、時季指定に当たっては、労働者の意見を聴取し、その意見を尊重するよ

うに努めなければなりません。 

・使用者は、労働者ごとに年次有給休暇管理簿を作成し、３年間保存しなければなり

ません。 

 ・休暇に関する事項は就業規則の絶対的必要記載事項（労働基準法第８９条）である

ため、使用者による年次有給休暇の時季指定を実施する場合は、時季指定の対象者

となる労働者の範囲及び時季指定の方法等について、就業規則に記載しなければな

りません。 

・使用者がこの義務に違反すると罰則（３０万円以下の罰金）の対象となります。 

 

不明な点は気軽に適正化指導員にお尋ね下さい。 
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